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蒲郡市の人事行政の運営等の状況の公表 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1)職員の定員の状況 

部門 
職員数 

対前年増減数 
H24 年度 H25 年度 

一般行政部門 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

農林水産 

商工・観光 

土  木 

7 人 

83 

30 

165 

53 

12 

12 

45 

7 人 

82 

29 

168 

52 

12 

12 

42 

0 人 

△ 1 

△ 1 

3 

△ 1 

0 

0 

△ 3 

小  計 407            404         △ 3 

特別行政部門 
教  育 

消  防 

      47 

      112 

      46 

      109 

     △ 1 

    △ 3 

小  計         159         155      △ 4 

普通会計 計 566 559      △ 7 

公営企業等会計 

部門 

病  院 

水  道 

下水道 

その他 

404 

16 

13 

59 

419 

15 

13 

53 

        15 

△ 1 

0 

△ 6 

小  計 492 500            8 

合  計 1,058 1,059            1 

 

(2)職員数の推移（各年 4.1現在） 

年度  

 

部門別 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 
過去 5年間の増減数

（率） 

一般行政 
人 

423 

人 

412 

人 

409 

人 

405 

人 

407 

人 

404 

人       

△19 （△ 4.5%） 

教育 57 50 44 47 47 46 △11 （△19.3%） 

消防 104 107 112 110 112 109 5 （   4.8%） 

普通会計 計 584 569 565 562 566 559 △25 （△ 4.3%） 

公営企業会計 計 542 494 490 493 492 500 △42 （△ 7.7%） 

合  計 1,126 1,063 1,055 1,055 1,058 1,059 △67 （△ 6.0%） 

 （注）職員数は一般職（教育長を含む）に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを

含み、非常勤・臨時・嘱託職員は除いています。 
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(3)採用・退職者の状況（H24.4.2～H25.4.1採用者、H24 年度退職者） 

区分 定年退職者 勧奨退職者 普通退職者 退職者 計 採用者 

市長部局 

 行政職 

 保育職 

 医療職 

 技能労務職 

29 

21 

      4 

      - 

      4 

12 

  6 

  4 

  - 

           2 

28 

  2 

  4 

 22 

           - 

 69 

 29 

 12 

 22 

  6 

76 

     27 

     11 

     38 

           - 

議会事務局 

行政職 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

消防本部 

 消防職 

   1 

      1 

      2 

           2 

      3 

           3 

      6 

      6 

    3 

      3 

教育委員会 

 行政職 

技能労務職 

   3 

      3 

           - 

   2 

      2 

           - 

   1 

      - 

           1 

    6 

      5 

           1 

      3 

           3 

           - 

監査事務局 

行政職 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

      - 

           - 

   計 33 16 32  81 82 
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２ 職員の給与の状況 

 

Ⅰ 給与の状況 

(1)人件費の状況（平成 24年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（H25.3.31） 

歳出額 

     (A) 
実質収支 

人件費 

     (B) 

人件費率 

  (B/A) 

(参考) 

23年度の人件費率 

82,188 人 26,585,497 千円 2,424,890 千円 5,857,060 千円 22.0％ 21.8％ 

 （注）人件費には、特別職等に支給される給料、報酬などを含みます。 

 

(2)職員給与費の状況（平成 24年度普通会計決算） 

職員数 

  (A) 

給与費 １人当り給与費 

    (B/A) 給料 職員手当 期末･勤勉手当  計  (B) 

616 人 2,099,618 千円 379,197 千円 723,118 千円 3,201,933 千円 5,197 千円 

 （注）1.職員手当には、退職手当を含みません。 

    2.職員数(再任用短時間勤務職員を含む)は、平成 24年 4月 1日現在の人数です。 

 

(3)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（H25.4.1 現在） 

区  分 
一般行政職職員 全職員 

蒲郡市 国 蒲郡市 国 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均年齢 

304,251 円 

 

328,137 円 

 

38.8 歳 

307,220 円 

（332,446 円） 

376,257 円 

（405,463 円） 

42.7 歳 

310,170 円 

 

333,215 円 

 

38.7 歳 

318,352 円 

（343,646 円） 

384,842 円 

（413,983 円） 

43.0 歳 

 （注）1.平均給与月額は、給料、扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当の合計額の平均です。（国は、単身赴任

手当、特地勤務手当などを含みます。） 

    2.国の（ ）内の金額は、特例による減額前の平均給料、給与の額です。 

 

(4)ラスパイレス指数の状況 

区   分 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

ラスパイレス指数 99.9 100.5 
108.1 

（99.9） 

107.9 

（99.7） 

 （注）1.ラスパイレス指数とは、一般行政職の各経験年数別の平均給料月額を国家公務員を 100 とした場合と比較した

ものです。 

2.（ ）の値は、国家公務員の給料減額が無いとした場合の値です。 

 

(5)職員の初任給の状況（H25.4.1 現在） 

区    分 
蒲郡市 国 

初任給 採用2年後給料額 初任給 採用2年後給料額 

一般行政職 
大学卒 

高校卒 

178,800 円 

144,500 円 

191,600 円 

155,700 円 

172,200 円 

140,100 円 

185,800 円 

149,800 円 

技能労務職 
高校卒 

中学卒 

158,600 円 

141,900 円 

172,500 円 

152,600 円 

― 

― 

― 

― 

（注）1.採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が 2年後に受け取ることとなる給料額

を掲げてあります。 

2.国の大学卒の初任給は、一般職（大卒）の額です。 

3.国の金額は、特例による減額前の金額です。 
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(6)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H25.4.1 現在） 

経験年数 

一般行政職 

大学卒 高校卒 

蒲郡市 国 蒲郡市 国 

10～15年 

15～20年 

20～25年 

25～30年 

30～35年 

35 年以上 

281,600 円 

339,500 円 

373,000 円 

397,500 円 

421,900 円 

436,300 円 

264,400(285,900)円 

309,900(336,300)円 

350,700(381,600)円 

375,600(409,200)円 

385,000(419,700)円 

390,200(426,000)円 

229,300 円 

301,200 円 

349,200 円 

334,100 円 

― 

409,900 円 

223,500(237,000)円 

268,200(290,200)円 

302,100(327,400)円 

338,200(366,700)円 

359,300(389,800)円 

378,200(411,000)円 

（注）1.国の（ ）内の金額は、特例による減額前の平均給料の額です。 

 

(7)一般行政職級別職員数の状況（H25.4.1 現在） 

区 分 8級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

計 標準的な 

職務内容 
部長 次長 課長 

課長 

補佐 
係長 主事 主事 主事補 

職員数 9 人 13 人 39 人 35 人 83 人 73 人 36 人 34 人 322 人 

構成比 2.8% 4.0% 12.1% 10.9% 25.8% 22.7% 11.2% 10.5% 100% 

1 年前の構成比 2.2% 4.3% 14.1% 9.8% 29.5% 24.2% 6.1% 9.8% 100% 

 

Ⅱ 職員手当の状況 

(1)期末勤勉手当（※H25 年度支給割合） 

区 分 
蒲郡市 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6月期 1.225 月 0.675 月 1.225 月 0.675 月 

12 月期 1.375 月 0.675 月 1.375 月 0.675 月 

計 2.600 月 1.350 月 2.600 月 1.350 月 

その他 職制上の段階・職務の級などによる加算措置あり 職制上の段階・職務の級などによる加算措置あり 

 

(2)地域手当（H25.4.1 現在） 

支給対象職員 1人当り平均支給年額（H24 年度決算） 909,180 円 

支給対象 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医 師 15 %    44 人 15 % 

（注）平成 18年度に調整手当から地域手当に変更しています。 

 

(3)退職手当（H25.4.1 現在） 

区   分 
蒲郡市 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 

勤続 25年 

勤続 35年 

最高限度額 

23.03 月分 

32.83 月分 

46.55 月分 

55.86 月分 

28.7875 月分 

38.955 月分 

55.86 月分 

55.86 月分 

23.03 月分 

32.83 月分 

46.55 月分 

55.86 月分 

28.7875 月分 

38.955 月分 

55.86 月分 

55.86 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 

退職時特別昇給 平成 12年度から制度廃止 平成 16.5.1 から制度廃止 

１人当り平均支給額 3,598 千円 23,776 千円 （普通退職 32人、定年・勧奨退職 49人） 

（注）１ 1人当りの平均支給額は、前年度に退職した全職種にかかる職員に支給された平均額です。 

２ 支給額は退職時の給料月額に勤続年数に応じた支給月分を乗じた額が支給されます。 
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 (4)時間外勤務手当（普通会計） 

年度 内容 支給額 

H24 年度 
支給総額 

職員 1人当り支給年額 

    134,463千円 

     238千円 

H23 年度 
支給総額 

職員 1人当り支給年額 

138,204 千円 

  246 千円 

 

(5)特殊勤務手当（H24 年度普通会計） 

内     容 全職種 

職員全体に占める手当支給職員の割合     25.3% 

支給対象職員 1人当り平均支給年額  190千円 

手当の種類（手当数） 6 種類 

代表的な手当の名称 

（危険・困難・不快・不健康な業務に対する手当） 

消防手当 

衛生手当 

 

(6)その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 国の制度との同異 

扶養手当 

(H25.4.1 現在) 

◇配偶者のある場合 

 配偶者             月額 13,000 円 

 一般の扶養親族         月額  6,500 円 

◇配偶者のない場合 

 １人目のみ           月額 11,000 円 

 16 歳以上 22歳未満の子の加算額  月額 5,000 円 

同 

住居手当 

(H25.4.1 現在) 
借家限度額            月額 27,000 円 同 

通勤手当 

(H25.4.1 現在) 

 交通機関利用者の最高支給限度額 月額 55,000 円 

 交通用具利用者 2Km 未満     支給なし 

2Km～ 5Km    月額  2,400 円 

                  5Km～10Km       月額  4,800 円 

                  以下 5Km 区分ごとに 2,400 円加算 

          最高額  40Km以上    月額 21,600 円 

同 

同 

2,000 円 

4,100 円 

同 

60Km 以上 24,500 円 

 

Ⅲ 特別職の報酬等の状況 

(1)特別職の報酬等 （H25.4.1 現在） 

区  分 給料または報酬月額 
期末手当の支給割合 

6月期 12 月期 計 

市 長 927,000 円 
1.40 月 1.55 月 2.95 月 

副市長 781,000 円 

議 長 532,000 円 

1.40 月 1.55 月 2.95 月 副議長 489,000 円 

議 員 457,000 円 

（注）1.平成 18年 4月 1 日から収入役を廃止するとともに、市長・副市長の退職手当の支給率を従前の 1/2 に改定し

ています。 

     2.平成 22年 4月 1日から特例条例を廃止し、減額改定を行っています。 

 

 

 



6 
 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

(1)勤務時間・休憩時間 

勤務時間 月曜日から金曜日までの各日の 8時 30分から 17時 15 分まで 

 （休憩時間を除き 4週間を超えない期間につき 1週間当り38時間 45分） 

休憩時間 正午から 13時 00分まで 

休 日 週休日（土、日曜日）、国民の祝日、年末年始（12月 29日から 1月 3日まで） 

（注）職務又は職場の特殊性によって、特別の形態で勤務する職員もいます。 

 

(2)その他の勤務条件（主な休暇の種類） 

区 分 事   由 付与日数 

年次有給休暇  1 年につき 20日 

病気休暇 

（有給） 

負傷又は疾病のため療養する必要がある場合 90 日の範囲内でその療養に

必要と認める期間 

特別休暇 

（有給） 

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地

方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合 

必要と認められる期間 

骨髄液の提供希望者として登録を行う場合、又は骨髄液移

植のため、配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄

液を提供する場合 

必要と認められる期間 

自発的、かつ報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場

合（専ら親族に対する支援となる活動は除く） 

1 の年度において 5 日以内の

期間 

職員が結婚する場合 連続する 5日以内の期間 

8 週間（多胎妊娠の場合は 14週間）以内に出産する予定で

ある女性職員が申し出た場合＜産前休暇＞ 

出産の日までの申し出た期

間 

女性職員が出産した場合＜産後休暇＞ 出産の日の翌日から 8週間 

生後 1 年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のた

めに必要と認められる授乳等を行う場合 

1日2回それぞれ30分以内の

期間 

職員の妻が出産する場合 2日の範囲内の期間 

職員の妻が出産する場合であって、産前産後の 8 週間に当

該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を

養育する職員がこれらの子を養育する場合 

当該期間内における 5日の範

囲内の期間 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員がその

子の看護をする場合 

 

1 の年度において 5 日（2 人

以上の場合は 10 日）以内の

期間 

親族が死亡した場合 親族に応じ定められた期間 

夏季における盆等の諸行事、心身の健康維持及び増進又は

家庭生活の充実のため認められる場合 

7 月から 9 月までの期間内に

おける 5日の範囲内の期間 

介護休暇 

   （無給） 

配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫及び兄弟姉

妹の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障が

あるものの介護をする場合 

介護を必要とする1の継続す

る状態ごとに、連続する 6月

の期間内の期間 
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(3)年次有給休暇の取得状況（H24 年度実績） 

区  分 人 数 日 数 1人当り日数 

本庁等 

保育園 

消 防 

競 艇 

病 院（医療） 

     356 人 

  115 

  106 

   24 

  356 

3,596.1 日 

670.5 

978.2 

204.0 

2,875.2 

10.1 日 

5.8 

9.2 

8.5 

8.1 

計  957 8,324.0 8.7 

 

(4)育児休業等取得者の状況 

 ①育児休業取得者 

区  分 H24 年度中に新に取得した職員数 H23 年から継続して取得した職員数 

女性職員 

 一般事務職 

保育職 

 医療職 

     27 人 

            2 

            4 

           21 

     22 人 

            4 

            5 

           13 

男性職員           -           - 

 ②部分休業取得者 

区  分 H24 年度中に新に取得した職員数 H23 年から継続して取得した職員数 

女性職員 

 一般事務職 

保育職 

 医療職 

      5 人 

            2 

            - 

            3 

      5 人 

            4 

            - 

            1 

男性職員           -           - 

 

 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

(1)分限処分の状況（H24 年度）                          （単位：人） 
                   処分の種類 
処分の事由 降任 免職 休職 降給 計 

勤務成績が良くない場合 地方公務員法第 28条第 1項第 1号 - -   - 

心身の故障の場合 地方公務員法第 28条第 1項第 1号 

                   第 2項第 1号 
- - 6  6 

職に必要な適格性を欠く場合 地方公務員法第 28条第 1項第 3号 - -   - 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
地方公務員法第 28条第 1項第 4号 - -   - 

刑事事件に関し起訴された場合 地方公務員法第 28条第 2項第 2号   -  - 

条例で定める事由による場合 地方公務員法第 27条第 2項   - - - 

計 - - 6 - 6 

（注）分限処分とは、心身の故障、刑事事件での起訴など職務が十分に果たせない場合において、公務能率の維持を目

的に行う処分です。 
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(2)懲戒処分の状況（H24 年度）                          （単位：人） 
                   処分の種類 
処分の事由 

戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 地方公務員法第 29条第 1項第 1号 - - - - - 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 
地方公務員法第 29条第 1項第 2号 - - - - - 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 
地方公務員法第 29条第 1項第 3号 1 - - - 1 

計 1 - - - 1 

（注）懲戒処分とは地方公務員法などに違反した場合や職務上の義務違反などに対して、秩序維持を目的に行う処分で

す。 

 

 

 

 

５ 職員の服務の状況 

 

(1)服務制度に関する研修等の実施状況 

   地方公務員法に定められた市職員としての義務を周知徹底するため、新規採用予定者研修を始め各種研修等におい

て服務制度に係る研修を実施しました。 

   また、随時、通知文書により服務規律の徹底を図りました。 

 

(2)ハラスメント対策 

   ハラスメント（セクシュアル・パワー・モラル）の防止及び排除に関する要綱を定めており、相談窓口を設置して

職場におけるハラスメントの防止に努めました。 

 

(3)営利企業等への従事許可状況（H24 年度） 

区  分 地区役員等 農業・不動産収入 計 

市長部局 

議会事務局 

消防本部 

教育委員会 

監査事務局 

7 人 

           - 

           - 

      - 

      - 

15 人 

      - 

      2 

      2 

           1 

22 人 

      - 

      2 

      2 

      1 

計 7 20 27 

 

(4)時間外・休日勤務の状況（H24 年度） 

区 分 時間外・休日勤務 

 

市長部局 

議会事務局 

消防本部 

教育委員会 

監査事務局 

時間 

89,460 

    615 

19,264 

  2,310 

     24 

時間/人 

  114.0 

  123.0 

  202.8 

   56.3 

   12.0 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

(1)職員研修の状況（H24 年度） 

 研  修  名 研修日数 受講者数 

一般研修 新規採用予定職員研修 

新規採用予定職員研修（民間） 

新規採用職員体験研修 

新規採用職員後期研修 

4 日 

1 

延  43 

3 

30  人 

 12 

39 

30 

政策研修 政策課題研修 

政策形成研修 

4 

6 

12 

16 

特別研修 公務員倫理研修 

接遇研修 

話す聞くトレーニング研修 

安全運転研修 

地域主権改革一括法関係研修 

火災現場破壊活動研修 

広報セミナー 

保育職員冬季研修 

健康に関する研修 

情報セキュリティ研修（e-ラーニング） 

延  2 

延  2 

0.5 

延  2.5 

    0.5 

延  1 

    0.5 

    0.5 

0.5 

 

45 

42 

12 

253 

 74 

 54 

69 

153 

130 

54 

派遣研修 自治大学校（第２部） 

市町村職員中央研修 

愛知県市町村振興協会研修センター主催 

愛知保育士研修協議会主催 

全国市町村国際文化研修所主催 

全国市長会主催 

他市町村主催 
東三河広域協議会主催 

国土交通大学柏研修センター主催 

民間団体主催 

63 

延 66 

延 64 

8 

延 14 

1 

延  1 
2 

3 

延  8 

1 

8 

43 

7 

2 

1 

2 
5 

1 

5 

自主研修 通信教育研修 

e-ラーニング（自治大学校提供） 

e-ラーニング（研修センター提供） 

自主研究グループ活動 

 

 

45 

2 

10 

25 

合    計 1,182 

 

(2)勤務成績評定の状況（H24 年度） 

実施年月日 平成 24年 10 月 1日 

対象者 課長補佐以下の全職員 

対象期間 平成 23年 10 月 1日から平成 24年 9月 30日まで 

評価項目 能力評定 ・ 執務態度評定 ・ 成績評定  （10 項目 50点満点） 

評価方法 ＡからＥまでの 5段階評価 

 ＊標語の基準                      ＊評定基準 

標語 総合判定点 総合評点  評定点 評定基準 

Ａ 46～50点 勤務実績が極めて優れている 5 極めて優れている 

Ｂ 37～45点 勤務実績がかなり優れている 4 かなり優れている 

Ｃ 27～36点 勤務実績が普通である 3 普通 

Ｄ 20～26点 勤務実績がやや劣る 2 やや劣る 

Ｅ 10～19点 勤務実績がかなり劣る 1 かなり劣る 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1)共済制度 

地方公務員共済組合事業 費用負担 加入団体 H24 年度負担金 

短期給付事業（健康保険） 

長期給付事業（共済年金） 

福祉事業（保健事業） 

介護給付事業 

組合員の掛金 50% 

市の負担金 50% 
愛知県市町村職員共済組合 1,237,948 千円 

 

(2)互助会の状況（蒲郡市職員互助会） 

H24 年度主な事業 事 業 内 容 H24 事業費 

共済給付事業 結婚祝金、長期勤続祝金、入学祝金、弔慰金、退会一時金 ほか 13,348 千円 

全体事業 バス旅行、野球観戦、テーマパーク入場補助 1,431 千円 

クラブ補助事業 野球部を始めとする 16クラブに対する活動費の助成 784 千円 

支部事業 本庁支部を始めとする 7支部事業に対する事業費助成 2,581 千円 

職場親睦事業助成 職場親睦事業に対する助成 4,137 千円 

H24 年 4月 1日現在会員数  1,105人 市交付金  9,055 千円 1人あたり 8,195円 

 （注）1.事業費会員負担額 ＝ 給料月額 × 3/1000 

〃  市交付金 ＝ 事業実績による精算方式 

    2.公費負担事業（全体事業等）と掛金負担事業（共済給付事業）の経理区分の明確化を図っています。 

 

(3)安全衛生管理体制 

   職員の安全の確保、健康の保持増進などの諸施策を効果的に推進するために、蒲郡市職員安全衛生管理規程の定め

るところにより、総括安全衛生管理者を組織の長とする安全衛生管理体制を整備しています。 

   機関として、消防本部及び消防署の職場（消防）、市民病院の職場（病院）、前出の２つに属さない職場（本庁）に

おいてそれぞれ安全衛生委員会を設置し、総括安全衛生管理者の指揮のもとに安全衛生に係る業務を行っています。 

定期健康診断ほか主な健康管理の実施状況（H24 年度）  公務災害の発生状況（H24 年度） 

種  類 受診者数 区 分 公務災害 通勤災害 

定期健康診断 上期（7月） 717 人 市長部局     9 件    2 件 

下期（1月） 417 人 教育委員会     2 件 - 

人間ドック・脳ドック 

（共済組合による保健事業） 

323 人 消防本部    7 件 - 

 

(4)利益の保護の状況（H24 年度） 

区   分 継続事案 新規事案 繰越事案 

勤務条件に関する措置の要求 なし なし なし 

不利益処分に関する不服申立て 1件 なし なし 

（注）公平委員会報告事項によるものです。 

 


